
６．損益計算書

損  益  計  算  書
 

第一生命保険相互会社
（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度
5,016,821 4,689,556
3,400,393 3,293,707
3,399,526 3,293,036

867 670
1,154,639 1,088,348
687,293 771,458

預 貯 金 利 息 54 4,838
有 価証券利息・配当金 516,872 598,916
貸 付 金 利 息 109,383 106,147
不 動 産 賃 貸 料 53,467 52,320
そ の 他 利 息 配 当 金 7,515 9,234

2,583 - 
141,636 202,434
8,406 18,508
651 961

314,067 94,986
461,788 307,500
1,163 1,299

328,142 281,513
114,666 5,488
17,815 19,198

4,795,278 4,452,698
2,782,498 2,377,981
901,807 785,051
314,024 352,993
485,939 468,612
880,832 665,028
198,612 105,158
1,282 1,136

917,492 882,945
905,505 871,390
11,987 11,554
257,195 314,196
7,599 8,844

- 1,276
113,292 129,147
2,164 12,044
64 112

22,195 39,861
80,881 79,460

- 946
106 - 
30 1,981

15,406 14,067
15,455 26,453
419,539 433,707
418,551 443,867
346,747 359,664
24,694 25,002
29,830 29,803

- 5,500
8,493 14,333
8,784 9,564

221,542 236,857
3,628 3,807
1,384 3,036
2,244 - 

- 123
- 647

38,740 33,660
12,545 7,187
12,261 9,820
13,000 14,000
826 826
52 53
54 52
- 1,720

186,431 207,004
89,616 112,432

▲ 54,592 ▲ 80,296 
151,407 174,867

826 - 
52 - 
54 - 

▲ 4,783 - 
147,556 - 

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

減 損 損 失
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

緑 の デ ザ イ ン 賞 資 金 取 崩 額

税 引 前 当 期 純 剰 余
そ の 他 特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 剰 余

当 期 未 処 分 剰 余 金

社 会 公 共 事 業 支 出 金
保 健 文 化 賞

支 払 利 息

賃貸用不動産等減価償却費

経 常 利 益

貸 付 金 償 却

事 業 費

保 険 金 据 置 支 払 金
税 金

そ の 他 特 別 利 益
特 別 損 失

有 価 証 券 売 却 益

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 運 用 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

科 目

経 常 費 用
保 険 金 等 支 払 金
保 険 金

特 別 勘 定 資 産 運 用 益
そ の 他 経 常 収 益
年 金 特 約 取 扱 受 入 金
保 険 金 据 置 受 入 金

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

経 常 収 益

再 保 険 料

有 価 証 券 評 価 損

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

緑 の デ ザ イ ン 賞

保険金等支払引当金繰入額

固 定 資 産 等 処 分 損

社 会 公 共 事 業 助 成 資 金 取 崩 額
保 健 文 化 賞 資 金 取 崩 額

そ の 他 の 経 常 費 用

社員配当金積立利息繰入額

有 価 証 券 償 還 益
そ の 他 運 用 収 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

そ の 他 返 戻 金
解 約 返 戻 金

支 払 備 金 戻 入 額

年 金
給 付 金

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 料 等 収 入
保 険 料
再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

法 人 税 及 び 住 民 税

金 銭 の 信 託 運 用 損

そ の 他 経 常 費 用

有 価 証 券 償 還 損

有 価 証 券 売 却 損

金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額

特 別 利 益
固 定 資 産 等 処 分 益
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－２６－                       第一生命保険相互会社 

（損益計算書の注記） 
１      記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２      保険業法施行規則別紙様式が改正（内閣府令第５９号 平成１８年４月２７日）されたことによ  

り、以下のとおり表示方法を変更しております。 

(1)  前年度において区分掲記していた「不動産動産等処分益（損）」は、当年度から「固定

資産等処分益（損）」として表示しております。 

(2)  当年度から損益計算書の末尾を当期純剰余としております。 
３   子会社等との取引による収益の総額は、４，２１８百万円、費用の総額は、２５，８６４百万円

であります。 

４   有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券１２，５８５百万円、株式等９１，８２３百万円、外

国証券９８，０２５百万円であります。有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券８４，２９５百

万円、株式等２，０６２百万円、外国証券４２，７９０百万円であります。有価証券評価損の主な

内訳は、株式等７，４８３百万円、外国証券４，５６１百万円であります。 
５   支払備金戻入額の計算上、差し引かれた出再支払備金戻入額の金額はありません。責任準備金繰

入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は０百万円であります。 
６   「金銭の信託運用損」には、評価損が１，６３２百万円含まれております。 
７   「金融派生商品費用」には、評価益が２，０９３百万円含まれております。 

８   退職給付費用の総額は、４８，１５０百万円であります。なお、その内訳は以下のとおりです。 

 

        イ   勤務費用                          ２４，７５０百万円 

        ロ   利息費用                          １０，３９１百万円 

        ハ   期待運用収益                    ▲  １，７３４百万円 

        ニ   数理計算上の差異の費用処理額      ２０，１１９百万円 

        ホ   過去勤務債務の費用処理額        ▲  ５，３７６百万円 

        ヘ   退職給付費用                      ４８，１５０百万円 

 
９   当年度における固定資産の減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

(1)資産をグルーピングした方法 
保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業等全体で１つの資産グループとし 
ております。また、保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊休不動産等については、

それぞれの物件ごとに１つの資産グループとしております。 
 
(2)減損損失の認識に至った経緯 

一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたことから、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 
 

(3)減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 
 用 途    件 数       減 損 損 失 （百万円）               
                 土 地    借 地 権    建  物       計    
賃貸不動産等   １件    １，３６７    －     ６，６５０  ８，０１７ 
遊休不動産等 ３２件    １，３９６      １     ４０５  １，８０３ 
  合 計    ３３件    ２，７６３      １   ７，０５５    ９，８２０ 

 
(4)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不

動産等については正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については将来キャッシ

ュ・フローを３．２４％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については売却見



－２７－                       第一生命保険相互会社 

込額、不動産鑑定評価基準に基づく評価額、固定資産税評価額または相続税評価額に基づく時価

を使用しております。 
１０   その他特別利益は、償却債権取立益６４７百万円であります。 
１１   その他特別損失は、貸借対照表注記１８に記載した役員退任慰労引当金として計上する方法へ

変更したことによる過年度発生額１，７２０百万円であります。 
 
 

 


